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小菅六雄  （住所） 比江６６８－３     （ＴＥＬ）５８９－４９７１ （FAX）５８９－６１８４ 

野並享子 （住所）北野１丁目７－１０  （ＴＥＬ）５８７－０９８５ （FAX）５８６－１１０２ 

 ４月からの介護保険料（１号被保険者）が３月定例市議会に提案さ

れています。驚くこと、大幅な値上げです。旧野洲町では、一気に９，

６００円（第３段階・基準額/年額）。今議会では、国民健康保険税も

旧二町とも大幅な値上げを行なおうとしています。合併で、「負担は低

い方に」と言っていながら、またもや「公約破り」です。 

発行 日本共産党野洲市委員会 
２００５年３月６日 №２０ 

 

 

提
案
さ
れ
た
十
七
年
度
の

介
護
保
険
料
は
、
四
七
四

〇
〇
円
（
基
準
額
＝
第
三

段
階
）
で
す
。
こ
れ
は
、
旧
中

主
町
で
六
四
〇
〇
円
、
旧

野
洲
町
で
は
九
六
〇
〇
円

も
の
大
幅
な
値
上
げ
と
な

り
ま
す
。 

 

市
で
は
、
今
回
の
値
上
げ

の
理
由
を
、
「
介
護
サ
ー
ビ

ス
費
用
」
（
保
険
給
付
費
）
の

増
大
に
よ
る
も
の
と
し
て
い

ま
す
。
介
護
保
険
で
は
、
保

険
給
付
費
の
十
八
％
を
一

号
被
保
険
者
が
負
担
す
る

仕
組
み
と
な
っ
て
い
ま
す
。

し
か
し
、
こ
の
よ
う
な
制
度

上
の
矛
盾
が
あ
る
に
せ
よ
、

年
金
暮
ら
し
の
お
年
寄
り

な
ど
に
、
大
幅
な
値
上
げ
で

高
負
担
を
押
し
付
け
る
こ

と
は
許
さ
れ
ま
せ
ん
。 

 
合
併
協
議
で
の
、
「
負
担
は

低
い
方
に
。
サ
ー
ビ
ス
を
高

い
方
に
」
の
説
明
に
反
す
る

も
の
で
す
。
同
時
に
、
国
は

合
併
で
住
民
負
担
の
激
変

を
避
け
る
た
め
、
野
洲
市
に

補
助
金
を
交
付
し
て
い
ま

す
。
し
か
し
、
こ
の
補
助
金

も
反
映
さ
せ
る
こ
と
な
く
、

「
介
護
保
険
会
計
の
適
正
な

運
営
」
と
い
う
観
点
だ
け
で

値
上
げ
を
行
な
お
う
と
し

現  行 
所得段階 所得区分 

旧中主町 旧野洲町 
値上げ案 値上げ額 

第１段階 市民税世帯非課税かつ 
老齢福祉年金受給者および生活保護世帯 

２０，５００ １９，０００ ２３，７００ 
中主 ３，２００ 
野洲 ４，７００ 

第２段階 市民税世帯非課税者 
 

３０，７５０ ２８，５００ ３５，５５０ 
中主 ４，８００ 
野洲 ７，０５０ 

第３段階 市民税本人非課税者 
 

４１，０００ ３８，０００ ４７，４００ 
中主 ６，４００ 
野洲 ９，６００ 

第４段階 市民税本人課税のうち 
合計所得金額が２００万円未満の者 

５１，２５０ ４７，５００ ５９，２５０ 
中主 ８，０００ 
野洲 11, ７５０ 

第５段階 市民税本人課税者のうち 
合計所得金額が２００万円以上の者 

６１，５００ ５７，０００ ７１，１００ 
中主 ９，６００ 
野洲 14, １００ 

                                  ※介護保険料の単位＝円、年額 

て
い
ま
す
。 

 

現
在
、
小
泉
内
閣
は
、
施

設
入
所
費
用
を
、
三
～
八

万
円
も
の
大
幅
な
値
上

げ
、
要
支
援
や
介
護
度
一

を
介
護
保
険
制
度
か
ら
外

す
こ
と
な
ど
、
抜
本
的
な
改

悪
を
行
な
お
う
と
し
て
い
ま

す
。
こ
ん
な
と
き
だ
か
ら
こ

そ
、
大
幅
な
値
上
げ
で
は
な

く
、
市
民
の
立
場
に
立
っ
た

介
護
保
険
制
度
を
推
進
し

て
い
く
の
が
市
行
政
の
責
任

と
考
え
ま
す
。 

 

日
本
共
産
党
は
、
国
に
対

し
て
、
介
護
保
険
へ
の
国
庫

負
担
を
直
ち
に
三
〇
％
に

引
き
上
げ
る
こ
と
や
利
用

料
・
保
険
料
の
減
免
制
度
の

充
実
な
ど
を
求
め
て
い
ま

す
。
同
時
に
、
野
洲
市
で
も

独
自
の
減
免
制
度
の
充
実

が
必
要
で
す
。 

 
 

■小菅六雄議員 

○イオン誘致の諸問題について 

○市民窓口サービスの存続について 

○旧２町の水道料金「調整」について
○「指定管理者」制度について 

■野並享子議員 

○学校給食の自校方式実施と地産地消

について 

○土壌汚染防止の条例制定について 
○新幹線「栗東新駅」について 

定例議会の一般質問は、１０日（木）は午後以降。１１日（金）及び１４日
（月）は、午前９時からの予定で行なわれます。ぜひ、傍聴にお越しくださ


